
ＩＴ人材市場動向調査

（独） 情報処理推進機構 ＩＴ人材育成本部

調査報告概要版 No.4
【ＩＴ企業向け】 オフショア動向調査

【ＩＴ企業向け】 オフショア動向調査

【ユーザー企業向け】 海外ITサービス利用動向調査

平成２１年４月



All  Rights Reserved, Copyright©IPA2009 
2

はじめに

• 本概要版は、「IT人材白書2009」出版に先立ち、2008年度に実施した「IT人材市場動

向調査」の調査結果の一部を紹介する目的で公開しています。

• 各調査および調査全体に対する総括や施策方針、分析結果詳細につきましては、「IT
人材白書2009」をご覧ください。
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IT人材市場動向調査の背景・目的

わが国ＩＴ産業においては、恒常的なＩＴ人材不足と言われており、その対策として本来の人材不足の原因はどこに

あるかの追及が必要である。したがって、人材育成政策の立案にあたってはＩＴ人材の現状の把握と共に、“今後不足

が予想される人材”の把握が必要とされるが、このようなＩＴ人材の将来的な市場動向を予測するためには、その裏づ

けとなる環境要因の把握・分析が不可欠である。

しかし、IT人材に関する調査・統計は数多いが、ＩＴ人材は多様な職種として産業横断的に広く存在するため、単一

の統計では、その全容を正確に把握することは難しく、従来の調査・統計のみでは、その十分な把握は困難な現状が

ある。

このような経緯をふまえ、本調査では、IT人材動向及びIT人材の市場動向を変動させる要因（企業、大学及び行政

の施策、景況感、他産業の状況等）に関する調査分析を実施し、その調査分析結果に基づき、将来のIT人材市場動

向の分析およびIT人材市場に関する問題（特に、IT人材の質の不足）の追究を行うことにより、今後のIT人材育成施

策を作成するための基礎資料となる情報を作成する。

IT人材市場動向調査は、2007年度に予備調査として実施し、2008年度から本格的な調査として位置づけ実施した。
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IT人材市場動向調査の特徴

① 「IT提供側」（IT企業）と「IT利用側」（ユーザー企業）の調査を同時に実施することで、わが国のIT人
材の規模などに関する総合的な把握を目指している。

② 「IT提供側」を可能な限り広く定義し、従来の中心的な調査対象であった情報サービス・ソフトウェ
ア企業以外にも、大手電機メーカーやネットビジネス企業など、従来の調査に含まれていなかっ
た企業も調査の対象としている。

③ 個人ではなく企業を対象とする調査で、ITスキル標準（ITSS）、情報システムユーザースキル標準
（UISS）を用いた職種・レベル別人材数を把握している。

ユーザー企業

組込み人材システム部門

ＩＴ利活用人材
（ＩＴユーザー）

情報サービス企業

組込み人材

ＩＴエンジニア

管理・営業
部門等

大手コンピュータ
メーカー

ＩＴエンジニア

通信事業者

ＩＴエンジニア

その他ＩＴ企業
（ネットビジネス企業等）

ＩＴエンジニア

組込み人材

④ IT企業からユーザー企業、大学の情報系学科まで、従来
の調査では網羅しきれない幅広い対象に対して、同時に
調査を実施しているため、調査結果の複合的な分析が
可能である。

⑤ その年度のトピックス調査としてIT技術者個人や学生に
対する調査も実施しており、情報サービス産業の就業人
気など、企業や大学に対する調査だけでは把握が難し
い動向・課題などをとらえている。

わが国のIT人材のイメージ
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調査一覧

前述のような背景と予備調査を受けて、2008年度は以下の８調査を行った。

本概要版－No.4－の対象は、全８調査のうち、７及び８である。

１． 【ＩＴ企業向け】 ＩＴ人材動向調査１． 【ＩＴ企業向け】 ＩＴ人材動向調査

No.1

No.2

No.3

No.4

２． 【ユーザー企業向け】 ＩＴ人材動向調査２． 【ユーザー企業向け】 ＩＴ人材動向調査

３． 【教育機関向け】 情報系学生・教育動向調査３． 【教育機関向け】 情報系学生・教育動向調査

４． 【情報系学科卒業生向け】 情報専門学科カリキュラム評価４． 【情報系学科卒業生向け】 情報専門学科カリキュラム評価

５． 【学生】 情報サービス産業のイメージ分析調査５． 【学生】 情報サービス産業のイメージ分析調査

６． 【社会人向け】 他産業との就業満足度比較調査６． 【社会人向け】 他産業との就業満足度比較調査

７． 【ＩＴ企業向け】 オフショア動向調査７． 【ＩＴ企業向け】 オフショア動向調査

８． 【ユーザー企業向け】 海外ITサービス利用動向調査８． 【ユーザー企業向け】 海外ITサービス利用動向調査
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ＩＴ企業向け
「オフショア動向調査」

第７章
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「オフショア開発動向調査」 の概要

ヒアリング調査ヒアリング調査

オフショア開発実績を有する日本企業、オフショア発注先企業（中国、インド系企業）に対し、オフショア開発動向に関する

ヒアリングを実施

アンケート調査アンケート調査

＜Ｉ＞ ＩＴ企業向け ＜ＩＩ＞ ユーザー企業向け

調査対象
ITベンダー 1,100社

（関連業界団体加盟企業＋その他企業）
ユーザー企業 3,000社

（上場企業のうちIT系企業を除く）

同左

11.2%（回答企業335社）（昨年度7.7%）

・海外企業へのITアウトソーシングの実施状況

（ユーザー企業IT人材動向調査の一部として実施）

調査期間 2008年9月18日～10月3日（約2週間）

回収率 23.8%（回答企業 262社）（昨年度19.9%）

内容

・ オフショア開発の実施状況・評価・課題

・ オフショア人材の動向

・ オフショア開発の意向

・ ソフトウェアの海外受注 等

目 的目 的

オフショア開発、ソフトウェア開発輸出入に関する政府統計や既存の各種統計・調査について、文献調査を実施

既存文献調査既存文献調査

ＩＴ人材市場動向に大きな影響を与えると想定されるオフショア開発動向（エンタープライズ系）について、

開発規模、対象業務、課題、オフショア関連人材動向、今後の意向等を調査し、ＩＴ人材市場動向に対する影響を分析

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」
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0 200 400 600 800 1,000 1,200

アンケート回収分

総務省調査

国際収支統計

科学技術基本統計

（億円）

「オフショア開発動向調査」の結果

今回の調査で把握されたオフショア開発規模今回の調査で把握されたオフショア開発規模

今回の調査で把握されたオフショア開発規模は、約958億円

下表に他統計・調査において把握されている開発規模データとの比較を示す。

アンケートに回答していない企業のオフショア開発金額を含めると、1,000億円に達すると推測される。

オフショア対象国別のオフショア開発規模については、後頁参照。

調査・統計名 オフショア開発規模（2007年）

本調査（アンケート回収） 958億円

総務省調査
（昨年度情報通信白書）

1.035億円
（2007年予測値）

国際収支統計 （財務省・日銀） 712億円

科学技術基本統計（総務省）
673億円（2005年の推計）

本年度は技術輸入額の公表
データなし

＜今回調査結果＞

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」
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4.6%

24.1%

3.7%

13.0%

35.2%

27.8%

74.1%

89.8%

0.7%

16.2%

16.9%

17.6%

22.8%

30.9%

70.6%

83.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

開発スピードの向上

自社の得意業務への資源集中

海外市場の開拓

海外の高い技術力の活用

ビジネスのグローバル化への対応

国内で不足している人材の確保

開発コストの削減

2008年

2007年

オフショア開発実績

オフショア開発実績の有無と目的オフショア開発実績の有無と目的

オフショア開発（現地法人を含む海外企業への直接発注）の実績がある企業は、全体（262社）の28%。間接発注分を含めると回答

企業全体の36%にあたる95社がオフショア開発実績があると回答。

1001名以上の企業の77%、100名未満の企業でも１割強の企業が、オフショア開発の実績を持つ。301名から1000名以下の企業で

も38%の企業がオフショア開発の実績。オフショア開発は、従業員規模を問わず浸透している。

オフショア開発の目的については、昨年度と同様、「開発コストの削減」と「国内で不足している人材の確保」が上位。「ビジネスの

グローバル化への対応」、「海外市場の開拓」に対する回答が増加し、グローバル展開への意識が高まっていることが分かる。

オフショア開発の目的
（国別回答の合計：Ｎ＝136(2008),N=111(2007）

27.9% 71.4% 0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

N=262

あり なし 無回答

88.0%

87.5%

61.9%

23.3%76.7%

11.1%

10.7%

38.1%

0% 25% 50% 75% 100%

100名以下(N=75)

101名以上300名以下(N=72)

301名以上1000名以下(N=63)

1001名以上(N=43)

あり なし 無回答

従業員規模別従業員規模別

全体全体

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」
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57,537

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

2002年

2003年

2004年

2005年

2006年

2007年

(百万円）

中国 インド フィリピン 韓国 ベトナム 米国・カナダ オーストラリア 西欧 未回答 その他

83.3%

15.3%

13.9%

6.9%

5.6%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

0% 25% 50% 75% 100%

中国

インド

ベトナム

フィリピン

アメリカ・カナダ

韓国

台湾

マレーシア

オーストラリア

西欧諸国

中南米諸国

モンゴル

無回答
N=72

オフショア開発規模の推移と相手国別開発金額

開発規模の推移と相手国

オフショア開発規模の推移と相手国別開発金額

オフショア開発金額の総額は958億円と、堅調に増加（2006年比34.4%）。わが国の情報サービス産業全体の市場規模（16.8兆円「平成19

年特定サービス産業実態調査」）と比較では、オフショア金額の規模は、0.6%程度。

オフショア開発相手先国として企業が回答した国は、中国が第1位であり、 その金額規模（575億円）は、全体の60%を占める。中国の金額

は、2003年以降、2006年まで年率約３割程度の伸びを示していたが昨年度からの伸びは19%とやや鈍化。

金額ベースの第2位はインド（206億円）で、全体の21.5%を占める。過去急成長してきたインドの伸びも鈍化しているが、グローバルなユー

ザー企業が直接ソーシングする傾向（ヒアリング調査による）が影響している可能性も。

ベトナムは金額規模は12.6億円で、昨年度対比で2.9倍と急成長。

また、相手先国として挙げた企業数は、中国、インドに続き第3位。

オフショア開発金額の推移オフショア開発金額の推移
オフショア開発相手先国（直接発注）オフショア開発相手先国（直接発注）

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」
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詳細設計

プログラミング

単体テスト結合テスト

総合テスト

技術研究・開発

その他

オフショア開発対象業務

相手先国別のオフショア開発対象業務相手先国別のオフショア開発対象業務

オフショア開発相手国により、発注対象業務に差異がみられ、技術水準に応じて、対象業務が拡大する傾向にある。ベトナム

でのオフショア開発の対象業務が、詳細設計、結合テスト等に拡大している傾向にある。

主なオフショア開発相手先国に対する発注対象業務は以下のとおり。

オフショア開発の主力である中国
への発注業務は、詳細設計、プロ
グラミング、単体テスト、結合テス
トの割合が高い。昨年度との比較
では、詳細設計、結合テストの割
合がやや増加する傾向にある。

オフショア開発の主力である中国
への発注業務は、詳細設計、プロ
グラミング、単体テスト、結合テス
トの割合が高い。昨年度との比較
では、詳細設計、結合テストの割
合がやや増加する傾向にある。

インドへの発注業務は、要件定義、
基本設計、技術研究開発、総合
テスト等の上流工程や高度な技
術が必要な業務の発注の割合が
他国と比べて高い。

インドへの発注業務は、要件定義、
基本設計、技術研究開発、総合
テスト等の上流工程や高度な技
術が必要な業務の発注の割合が
他国と比べて高い。

新興国であるベトナムへの発注
業務は、プログラミング、単体テ
ストが主体。昨年度から詳細設計、
結合テストへの業務範囲が拡大
している。

新興国であるベトナムへの発注
業務は、プログラミング、単体テ
ストが主体。昨年度から詳細設計、
結合テストへの業務範囲が拡大
している。

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」

中国（N=82) インド（N=17) ベトナム（N=16)
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中国（N=82）
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ベトナム（N=16）
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相手先国別評価

オフショア開発相手先国に応じて、コスト、技術水準、品質の満足度に差がある。昨年度との比較では、インドの納期に関する

満足度の低下、ベトナムでの品質、技術水準に関する満足度が低下している。

ベトナムでの急速なオフショア開発拡大に良質な技術者供給との間にギャップが生じている可能性もある。

オフショア開発相手先国別の評価オフショア開発相手先国別の評価

図中の数値は、満足度をポイント化したもの。最大値は100（非常に満足）であり、最小値は－100（非常に不満）。
0は満足／不満が拮抗している状態、50はほぼ満足している状態を示す。

中国に関しては、コスト面での満足
度が比較的高い一方、品質面での
満足度が低い。
昨年度とほぼ同様の傾向。

中国に関しては、コスト面での満足
度が比較的高い一方、品質面での
満足度が低い。
昨年度とほぼ同様の傾向。

インドに関しては、技術水準の満足
度が高いが、コスト面での満足度が
やや低い。ただし、品質については
技術水準の満足度に比較して低い。
昨年度と比較して納期に関する満
足度が低下している。

インドに関しては、技術水準の満足
度が高いが、コスト面での満足度が
やや低い。ただし、品質については
技術水準の満足度に比較して低い。
昨年度と比較して納期に関する満
足度が低下している。

ベトナムに関しては、コスト面での
満足度が高いが、品質や技術水
準に関する満足度が低い。技術
水準や品質に関する満足度が昨
年度と比較して低下している。

ベトナムに関しては、コスト面での
満足度が高いが、品質や技術水
準に関する満足度が低い。技術
水準や品質に関する満足度が昨
年度と比較して低下している。

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」
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情報セキュリティや情報管理に問題がある

知的財産権の保護に不安がある

国内に技術やノウハウが蓄積されなくなる

為替リスクが大きい

政情不安等の危険がある

その他

2008年 2007年

中国

0

25

50

75

100

品質管理が難しい

納期が守られない

言語が異なりコミュニケーションが難しい

文化や商慣習等が異なる

技術力の高い人材の確保が難しい

現地の人件費が上昇している

情報セキュリティや情報管理に問題がある知的財産権の保護に不安がある

国内に技術やノウハウが蓄積されなくなる

為替リスクが大きい

政情不安等の危険がある

その他

無回答              

2008年 2007年

オフショア開発における課題として上位に挙げられているのは、言語の壁、コミュニケーションの困難さ、文化・商習慣の差異、 現地の

人件費の上昇。これらの課題は、今後、オフショア開発の伸びや相手先国の選択に影響を与える可能性もある。特に、ベトナムでの

技術者確保を課題とする回答が多く、ベトナムでのオフショア開発が急増する中、技術者の確保が課題となっている。

中国へのオフショアに関しては、情報セキュリティや知的財産権保護への不安が高いのも特徴。

オフショア開発についての課題オフショア開発についての課題

オフショア開発の課題

インドに関しては、品質管理や技術
力に関する懸念が低い。昨年度と
の比較では、人件費の上昇を指摘
する回答が減少。納期に関する懸
念もやや上昇している。

インドに関しては、品質管理や技術
力に関する懸念が低い。昨年度と
の比較では、人件費の上昇を指摘
する回答が減少。納期に関する懸
念もやや上昇している。

ベトナムに関しては、昨年度と比較
して、技術力の高い人材の確保が
難しい、現地の人件費が上がってい
るとの懸念が大幅に増大している。

ベトナムに関しては、昨年度と比較
して、技術力の高い人材の確保が
難しい、現地の人件費が上がってい
るとの懸念が大幅に増大している。

中国に関しては、昨年度とほぼ同
様な回答。現地での人件費の上昇、
品質管理、知的財産権の保護への
懸念が大きい。

中国に関しては、昨年度とほぼ同
様な回答。現地での人件費の上昇、
品質管理、知的財産権の保護への
懸念が大きい。

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」
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情報処理技術者試験の
海外との相互認証制度の利用実績と利用意向

相互認証制度の今後の利用意向について尋ねたところ、今後「利用したい」と回答した企業は、全体の半数を超えている。

オフショア開発における品質確保やコスト適正化に対するニーズから、情報処理技術者試験の相互認証制度の活用ニーズは高

いとみられる。特に、1000名以上の企業で、「今後利用してみたい」と回答した企業は、７割にのぼる。

この結果から、多くの企業が、海外ＩＴ人材の評価方法として、情報処理技術者試験の海外との相互認証制度を活用したいと考え

ていると推測される。今後、海外のＩＴ人材を評価する標準的な仕組みとして情報処理技術者試験制度の活用が期待される。

情報処理技術者試験の海外との相互認証制度の利用意向情報処理技術者試験の海外との相互認証制度の利用意向

58.9% 33.7% 7.4%

0% 25% 50% 75% 100%

N=95

利用したい 利用したいとは思わない 無回答

ＩＴ企業向け「オフショア動向調査」

70.0%

47.1%

27.3%

22.9%

5.9%

9.1%

5.7%

63.6%

20.0%

47.1%

71.4%

10.0%

0% 25% 50% 75% 100%

100名以下(N=10)

101名以上300名以下(N=17)

301名以上1000名以下(N=33)

1001名以上(N=35)

利用したい 利用したいとは思わない 無回答

従業員規模別従業員規模別

全体全体
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ユーザー企業向け
「海外ＩＴサービス利用動向調査」

第８章
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海外ＩＴサービス利用動向

ユーザー企業の海外ITサービスの利用状況ユーザー企業の海外ITサービスの利用状況

今回の調査では、ユーザー企業（上場企業3000社）に対してもアンケートを実施し、海外企業へのＩＴサービスの発注状況の把握

を試みた。（3000社中335社が回答／回収率 11.2%）

海外企業への直接発注については、調査対象とした5つの業務の中で、最も海外企業のＩＴサービスの利用実績が高い「システ

ム・ソフトウェア開発業務」においても、利用実績や今後の利用意向を含め全体の8.4%にとどまっている。

海外への間接的なアウトソーシングの有無の把握については、 「システム・ソフトウェア開発業務」 の関して35%の企業が認識し

ていると回答し、40%の企業が把握していないと回答している。

90.4%

4.5%

5.1%

5.1%

5.4%

5.1%

58.8%

1.8% 3.6% 3.0%

91.0%

91.0%

88.4%

41.2%

87.2%

0% 25% 50% 75% 100%

システム・ソフトウェア開発業務（N=335)

ＩＴ関連の保守・運用サービス業務（N=335)

データセンター運営業務（N=335)

ヘルプデスク業務（N=335)

データ入力業務（N=335)

その他（N=335)

資本関係のある海外企業（子会社等）へ発注している

資本関係のない海外企業へ発注している

今後発注する予定がある

今後も発注する予定はない

無回答

26.3%

29.0%

35.2%

31.0%

29.0%

8.4% 23.6%

44.8%

40.3%

43.0%

42.4%

42.7%

68.1%

28.4%

24.5%

26.6%

29.0%

28.1%

0% 25% 50% 75% 100%

システム・ソフトウェア開発業務（N=335)

ＩＴ関連の保守・運用サービス業務（N=335)

データセンター運営業務（N=335)

ヘルプデスク業務（N=335)

データ入力業務（N=335)

その他（N=335)

把握している 把握していない 無回答

ユーザー企業向け「海外ＩＴサービス利用動向調査」
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「ＩＴ人材白書２００９」 出版について

『ＩＴ人材白書２００９』
第1章 調査概要

1．背景と目的
2．調査概要
3．実施体制
4．調査全体の総括と施策の方向性

第2章 ＩＴ人材動向調査【企業編】 ～企業のＩＴ人材動向に関する調査・分析～
1．ＩＴ人材動向調査（ＩＴ企業向け）
2．ＩＴ人材動向調査（ユーザー企業向け）
3．調査総括

第3章 ＩＴ人材動向調査【教育機関編】
1.情報系学生・教育動向調査（教育機関向け）
2.情報専門学科のカリキュラム評価（卒業生向け）
3.調査総括

第4章 ＩＴ関連産業の人気分析調査
1.情報サービス産業のイメージ分析調査）
2.他産業との就業満足度比較分析（ＩＴ技術者向け）
3.調査総括

第5章オフショア動向調査 ～ オフショア開発の動向に関する調査・分析 ～
1.オフショア動向調査（ＩＴ企業向け）
2.海外ＩＴサービス利用動向調査（ユーザー企業向け）
3.調査総括

第1章 調査概要
1．背景と目的
2．調査概要
3．実施体制
4．調査全体の総括と施策の方向性

第2章 ＩＴ人材動向調査【企業編】 ～企業のＩＴ人材動向に関する調査・分析～
1．ＩＴ人材動向調査（ＩＴ企業向け）
2．ＩＴ人材動向調査（ユーザー企業向け）
3．調査総括

第3章 ＩＴ人材動向調査【教育機関編】
1.情報系学生・教育動向調査（教育機関向け）
2.情報専門学科のカリキュラム評価（卒業生向け）
3.調査総括

第4章 ＩＴ関連産業の人気分析調査
1.情報サービス産業のイメージ分析調査）
2.他産業との就業満足度比較分析（ＩＴ技術者向け）
3.調査総括

第5章オフショア動向調査 ～ オフショア開発の動向に関する調査・分析 ～
1.オフショア動向調査（ＩＴ企業向け）
2.海外ＩＴサービス利用動向調査（ユーザー企業向け）
3.調査総括

書籍タイトル書籍タイトル

内容内容

IT人材市場動向調査全調査の分析結果が掲
載。

分析に基づいたIPAの提言も併せて掲載。

国、民間企業、経営者、担当者を問わず、IT人
材の育成を考える上での基礎資料として活用
可。

白書全文のPDFを格納したCD-ROMを綴じ込み。

２００９年５月予定

出版時期

各書店にて販売

出版時期

販売場所販売場所

目次（仮）目次（仮）
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